
「児童デイサービス」の状況に関する 

緊急調査の協力方お願い 

2006 年 10 月 15 日 

障害のある子どもの放課後保障全国連絡会(全国放課後連) 

      (調査責任 立命館大学・津止正敏研究室) 

 

調査目的 

 厚労省は本年 8 月 24 日に児童デイサービスの「見直し」を発表しました。

そこでは、「児童デイサービスを本来のあり方（乳幼児中心の療育）に戻す」

という理由で、乳幼児を７割以上受け入れている児童デイサービスを「児童デ

イサービスⅠ」、そうでないところは「児童デイサービスⅡ」とし、後者の報

酬を大幅に切り下げています。さらに、「児童デイサービスⅡ」は、3 年後の

障害児施設再編の対象にすらなっていません。 

厚労省は「児童デイサービスを本来のあり方（乳幼児中心の療育）に戻す」

と言いますが、児童デイサービスに学齢児を受け入れることは、その必要性か

ら国自らの責任で行なってきたものです。にもかかわらず、その責任を放棄し

て自治体任せにするのはおかしい、という意見は多くの関係者が指摘してきた

ところです。 

私たちの今回の緊急調査は、10 月 1 日から始まった児童デイサービスの見

直しが、児童デイサービス事業者と利用者にどのように影響しているか、とい

う実態を明らかにし、国や地方自治体にこの実態を届け、今後の運動方向を探

るために実施するものです。ご多忙のところ誠の恐縮ですが、趣旨ご理解頂き、

下記にてぜひともご協力頂きますようお願い申し上げます。 

 

記 
 
★調査日  2006 年 10 月 1 日現在の状況についてお聞きします。 

★調査主体 障害のある子どもの放課後保障全国連絡会(全国放課後連) 

      (調査責任 立命館大学・津止正敏研究室) 

★調査回答締め切り 2006 年 10 月 31 日(別添返信用封筒でお願いします) 

★問合先 /全国放課後連事務局 

 Mail:houkagoren@fine.ocn.ne.jp 

  Tel/fax:042-344-2448 

/立命館大学産業社会学部津止研究室 

Mail:tsudome@ss.ritsumei.ac.jp 

           FAX:075-465-8249(津止宛明記のこと) 

 

      

なお、この調査結果をもとにして、全国放課後連では、厚労省や地方自治体に働き

かけるほか、マスコミにも訴えて、広く社会にアピールするために 12 月 10 日に緊急

集会開催を予定しています。全国放課後連は、学齢児を中心にした児童デイサービス

に自治体が上乗せ補助をするなどを求める運動を進めるとともに、障害のある子ども

の放課後活動にふさわしい事業展開を引き続き国に求めます。 

 

 



「児童デイサービス」の状況に関する緊急調査 

2006 年 10 月 1 日現在 

全国放課後連 

 

質問１．貴事業所の 2006 年 9 月までの状況、及び自立支援法施行 10 月 1 日

以降の対応・実態を教えてください。 

《2006 年 9 月まで》 

項目 回答内容 

①定員       人 

②登録児数       人 

内訳 ・乳幼児   人 

・小学生   人 ・中学生   人 ・高校生   人

③1 日当た

りの平均利

用人数 

           人 

内訳 ・乳幼児    人  

・学齢児    人 

④規模  1)小規模   2)中規模   3)大規模 

⑤開所時間 ・午前   ～      

・午後   ～ 

⑥利用料 1 回    円 もしくは月額    円 

  

《2006 年 10 月以降》 

項目 回答内容 

①事業種別 1)廃止した 2)児童デイサービスⅠ 3)児童デイサービスⅡ 

4)その他（                       ）

②定員 1)変更なし  2)変更あり(      人) 

③登録児数 1)変更なし  2)変更あり(      人) 

内訳 ・乳幼児   人 

・小学生   人・中学生   人・高校生   人 

④1 日当た

りの平均利

用人数 

1)変更なし  2)変更あり(     人) 

内訳 ・乳幼児     人 

   ・学齢児     人 

⑤規模  1)変更なし  2)変更あり(a 小規模  b 中規模  c 大規模) 

⑥開所時間 1)変更なし  2)変更あり(・午前    ～       ) 

(・午後    ～       ) 

⑦利用料 1)変更なし 

2)変更あり(1 回     円 もしくは月額      円) 

 



質問 2．貴事業所の 10 月 1 日以降の運営は以下のどのタイプですか？ 「予

定」の場合はその欄に○で記してください。 

①もともと学齢児利用が少なく、「児童デイサービスⅠ(乳幼児の療育中心)」

として事業を実施している(予定である)。 

②学齢児の受け入れを 3 割未満に縮小し、「児童デイサービスⅠ」として事業

を実施している(予定である)。 

③乳幼児の利用者を 7 割以上に増やして、「児童デイサービスⅠ」として事業

を実施している(予定である)。 

④もともと学齢児が多かったため、「児童デイサービスⅡ(学齢児 3 割以上)」

として事業を実施している(予定である)。 

⑤学齢児向けの事業は「日中一時支援事業」に事業変更して事業を実施してい

る(予定である)。その場合、補助条件等（事業への補助や利用者への利用料

補助等の自治体独自の支援等）をご記入下さい。 

 

                                   

 

⑥学齢児に対する児童デイサービス事業を廃止した(予定である)。その場合、

理由をお聞かせ下さい。 

 

                                   

 

⑦その他 

 

                                  

 

 

質問 3 →上記「質問１」で回答が①～④の場合、児童デイサービスへの自治

体独自の支援（事業への補助や利用者への利用料補助等）があればご記入

下さい。 

 

                                   

 

 

質問 4．10 月 1 日以降、職員数や待遇・条件などに変更はありましたか。(変

更予定がある場合は、それぞれ「その他」にご記入下さい) 

①職員数：1.増えた、 2.減った、 3.変らない、 4.その他(     ) 

②待遇･条件：1.良くなった、2.悪くなった、3.変らない、4.その他(     ) 

③その他(                                ) 

 

質問5．10月1日以降、事業への行政からの補助金や助成金などに変更はありま

すか。 

 1.増える予定、 2.減る予定、 3.変らない、 4.その他(        ) 

 



質問6．政府・自治体への要望事項や全国放課後連で取り上げて欲しい運動課

題はありませんか？ あれば具体的にお聞かせ下さい。 

①政府・自治体へ： 

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

 

②全国放課後連へ： 

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

 

ご協力有難うございました。 

 

 

法人名／事業所名  

住所 

 

  

 

〒 

 

Tel/fax 

Mail 

プライバシー保護には万全を期しますのでご信頼下さい。 


